
1 
 

工業所有権に関する手続等の特例に関する法律施行規則等の一部を改正する省令案について 

 

令和６年９月 

特 許 庁 

 

１．省令案の趣旨  

本省令案では、デジタル化の促進、ユーザーの利便性向上及び業務最適化等を図るため、工業所有

権に関する手続等の特例に関する法律施行規則（平成２年通商産業省令第 41号。以下「特例法施行規

則」という。）等について所要の改正を行う。 

 

２．省令案の概要  

（１）書面手続のデジタル化に伴う物件の提出方法の規定整備 

書面手続のデジタル化の推進により導入された電子特殊申請による手続（PDF形式による手続）

においては、特許等関係法令の規定により提出すべきものとされている物件についても電子特殊申

請により提出することとされているが、物件によっては、電子特殊申請による提出ができないもの

があるため、こうした物件については、電子特殊申請による手続とは別途、書面等による提出を許

容するための規定整備を行う。 

 

（２）国際商標登録出願等に係る審判等についてする処分等及び審判等に係る電子特殊申請による手続

についてする却下処分の特定処分等への指定 

国際商標登録出願及び国際登録に基づく商標権に係る審判等についてする処分等並びに審判等に

係る電子特殊申請による手続についてする却下処分について、審判システムの刷新によって電子情

報処理組織を使用して行うことが可能となるため、電子情報処理組織を使用して行う処分等である

「特定処分等」として指定する。 

 

（３）特許（登録）証の再交付請求に関する見直し 

書面手続のデジタル化の推進により、特許（登録）証は受領者の選択によりオンラインで受領す

ることも可能となったが、オンラインで受領した者から、紙での再交付を請求したいという問合せ

が度々寄せられていることや、オンラインで受領した特許（登録）証は受領者の判断で制限なく紙

で印刷できる状況であることを鑑み、再交付請求にあたっての要件（「特許（登録）証をよごし、

損じ、または失ったとき」）等を撤廃する。 

 

（４）特定手続に伴う意思確認の廃止 

書面手続では、一部の手続を除き、既に押印が不要となっている現状に鑑み、電子情報処理組織

による特定手続においても、複数の手続者による手続において求められる、手続をするための入力

作業をした者以外の手続者それぞれが当該手続を行った旨の意思表示の手続を廃止する。 
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（５）包括委任状の援用制限の廃止及び変更出願等におけるもとの出願の願書に添付した図面等の援用

廃止 

事件を特定しない包括的な代理権を証明する書面（包括委任状）の援用については、届出により

制限することが可能だが、その取下げや包括委任状自体に記載する方法によっても制限することが

可能である。 

また、変更出願等におけるもとの出願の願書に添付した図面等の援用については、制度導入当時

においては、自己の有するシステム内に保存可能なデータ容量に限りがある等により、特許庁へ提

出済みのものを再利用することに利便性があったが、現在においては自己の有するシステム内に保

存した同じ図面や商標等を再度提出することがそれほど大きな手間ではなくなっている。 

このように、他の方法による包括委任状の援用制限が可能であることや、図面等の保存環境の変

化といった背景・経緯により、現在では、いずれの制度も利用頻度が低い状況を鑑み、これらの制

度を廃止する。 

 

（６）国際出願におけるファクシミリ装置による書類提出方法の廃止 

ファクシミリ装置による国際出願書類の提出は、オンライン提出の導入前においては、郵送や窓

口と並ぶ提出方法として、一定のニーズが存在していたが、現在では、国際出願の 99％以上がオ

ンラインで提出され（2023年実績）、オンライン以外の出願の中でも郵送や窓口での提出が大多数

であり、ファクシミリ装置による提出は限定的となっている。また、別途、世界知的所有権機関

（WIPO）がファクシミリ装置による書類提出を受け付けており、出願人にとっては同提出方法が維

持されることも踏まえ、日本国特許庁でのファクシミリ装置による国際出願書類提出方法を廃止す

る。 

 

３．スケジュール（予定）  

令和６年 11月中 公布 

令和７年１月１日（水） 施行（２．（１）、（２）、（３）及び（４）部分） 

令和８年４月１日（水） 施行（２．（５）及び（６）部分） 


